
 

令和８年度東京都介護施設等の施設開設準備経費等支援事業実施要領 

 

７福祉高施第１７０３号 
令和８年３月３１日 

改正 ８福祉高施第５４８号 
令和８年６月１２日 

 
 
 

（通則） 
第１条 令和８年度東京都介護施設等の施設開設準備経費等支援事業補助金交付要綱（令

和８年６月１２日付８福祉高施第５４８号。以下「補助要綱」という。）第３条に規定す

る事業に係る補助金（以下「この補助金」という。）の申請手続その他この補助金の交付

については、この要領の定めるところによる。 

 

（交付申請） 

第２条 補助要綱第７条の規定に基づく申請は、都補助事業については令和８年度東京都

介護施設等の施設開設準備経費等補助金交付申請書（都補助事業用）（別記第１号様式）

により、区市町村実施事業及び区市町村補助事業については令和８年度東京都介護施設

等の施設開設準備経費等補助金交付申請書（区市町村実施・補助事業用）（別記第２号様

式）により行うものとする。 

なお、補助要綱別表１の事業の申請に当たっては、別紙「補助金交付申請に当たっての

留意事項」を十分確認の上行うものとする。 

補助要綱別表２の事業を申請する場合には、デジタル介護機器等コンサルティング等

経費補助の交付決定の写しを提出すること。 

 

（変更交付申請） 

第３条 補助要綱第８条の規定に基づく決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）が、

この補助金の交付の決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加の交付申請等

を行う場合の手続は、補助要綱第７条の規定に準じるものとする。 

２ 前項の規定に基づく申請は、都補助事業については令和８年度東京都介護施設等の施

設開設準備経費等補助金変更交付申請書（都補助事業用）（別記第３号様式）により、区

市町村実施事業及び区市町村補助事業については令和８年度東京都介護施設等の施設開

設準備経費等補助金変更交付申請書（区市町村実施・補助事業用）（別記第４号様式）に

より行うものとする。 



 

 

（実績報告） 

第４条 補助要綱別記１（５）に基づく報告は、都補助事業については令和８年度東京都介

護施設等の施設開設準備経費等補助金実績報告書（都補助事業用）（別記第５号様式）に

より、区市町村実施事業及び区市町村補助事業については令和８年度東京都介護施設等

の施設開設準備経費等補助金実績報告書（区市町村実施・補助事業用）（別記第６号様式）

により行うものとする。 

 

（開設の報告） 

第５条 区市町村実施事業又は区市町村補助事業を行った区市町村は、この補助金の交付

の決定を受けた施設が開設（改築による再開設時や既存施設の増床を含む。以下同じ。）

されたときには、開設日の翌日から起算して３０日以内（交付の決定を受けたときに既に

開設されている施設については、交付の決定を受けた日の翌日から起算して３０日以内）

に、介護施設等の施設開設準備経費等補助施設開設報告書（区市町村実施・補助事業用）

（別記第７号様式）により、知事に報告するものとする。 

 

（消費税等に係る報告） 

第６条 補助要綱別記１（１７）に基づく報告は、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税

額報告書（別記第８号様式）により行うものとする。 

 

附 則 

 この要領は、令和８年４月１日から適用する。 

 
附 則 

 この要領は、決定の日から施行し、令和８年４月１日から適用する。 



　摘　　要

1

① 新聞折込広告、情報誌広告、インターネット広告等

② 打合せのための出張旅費、宿泊費等

③ 面接会場借上費用、出張旅費等

2

① ※原則として、開設後も引き続き雇用されていることが必要

②
※発令通知、出勤簿、業務日誌等、当該開設準備業務に従事して
いることの挙証資料が必要

3

① 研修参加のための出張旅費、宿泊費等

② 研修会場借上費用、外部講師への報酬等

4

①
ソフトウェア類、大型洗濯機・乾燥機、汚物除去機、特殊浴槽、自転
車等

② 介護職員等の休憩用ベッド、ロッカー、ケース会議や相談用の机等

③
開設準備室借上経費、駐車場借上経費、建物を賃借して事業を実
施する場合における開設前の建物賃借料

5

① 本体価格及び付属品

② 可動式ベッド、車いす等

③ 共同生活室・食堂・家族室のテーブル、ソファー、テレビ等

④ 子ども用ロッカー、防護柵、避難車、遊具等

6

① 普及啓発費用、開所式（開設前）会場借上費用等

7

　【注意事項】以下の場合は、上記７の場合を除き「対象外」とする。

①挙証資料（見積書、契約書、納品書、請求書、領収書、就業規則、雇用契約書の写し、購入物品の写真等）が不備の場合

②他の補助金と対象経費が重複するもの

③必需品以外のもの、贅沢品、美術工芸品、アルコール類、飲食費等、社会通念上適当と認められないもの

④施設長等一部の職員の利用しかないもの

⑤利益相反関係の取引、適正な価格が客観的に判断できない場合

⑥職員訓練期間中の雇用経費について、開設時に合理的な理由なく雇用されていない場合

⑦開設準備業務に従事する職員の費用について、従事職員が法人役員等の場合

⑧宿泊費におけるビジネスホテル相当以外、航空費におけるエコノミークラス相当以外、交通費における普通席（自由・指定）相当以外の場合

⑨車両の購入における税金等の諸経費

⑩開設準備専用スペースの確保費用における、敷金・礼金、備品保管を目的とする倉庫の場合、契約書等の挙証資料がない場合

⑪建築確認、登記等における諸手続費用

開設のための普及啓発に係る経費

地域交流のための費用

その他知事が必要と認めるもの

⑫訪問看護ステーション（大規模化やサテライト型事業所の設置）において、事業所の専用区画面積の増加かつ看護職員の増員を伴わない場
   合、既存の訪問看護ステーションをサテライト型事業所に変更する場合

効率的な業務運営を支援する開設準備専用スペースの確保費用

入所者等のサービス向上を支援するための経費

入所者の送迎、緊急時の搬送等に資する車両の購入費

入所者が直接利用する備品類の購入費

入所者が落ち着いた日常生活を送れるようにするための備品類の購入費

介護施設等内保育施設の運営に必要な備品類の購入費

労働環境の向上を図るための費用

求人広告

職安、教育機関等との連絡調整

面接及び採用手続

職員の雇用に係る経費

職員訓練期間中の雇用経費

開設準備業務に従事する職員の費用

職員の研修等に係る経費

研修旅費等

研修会場の賃借料

介護職員等の労働環境向上を支援するための経費

介護職員等の負担軽減を図るための費用

職員の求人及び採用に係る経費

別紙

補助金交付申請に当たっての留意事項

◎下表の各区分及び摘要欄記載事項に該当していること並びに注意事項を十分確認の上、交付申請書等必要書類を作成すること。

№ 　区　　分



別記
第１号様式

東京都知事　殿
申請者

所在地
名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　印

このことについて、下記のとおり提出します。

１　申請額 円

２　添付書類
（１）開設概要（別紙１）
（２）積算調書（別紙２）
（３）積算内訳（別紙３）
（４）誓約書（別紙４）
（５）事業計画書
（６）デジタル介護機器等コンサルティング等経費補助の交付決定写し

(補助要綱別表２の補助を申請する場合)
（７）歳入歳出予算（見込）書抄本(本事業に関するもの）
（８）その他参考となる資料

担　当　者

第　　　　号
令和　　年　　月　　日

所　属

令和８年度東京都介護施設等の施設開設準備経費等補助金交付申請書（都補助事業用）

記

氏　名

E-mail

通　知
送付先

<住所> 〒

<施設名（部署名）>

電　話



別紙１
（申請者名　　　　　　　 ）

ア　特別養護老人ホーム
（併設されるショートステイ居室　有・無）

イ　介護老人保健施設

ウ　介護医療院

エ　ケアハウス

オ　養護老人ホーム

カ　介護付きホーム

キ　訪問看護ステーション

ア　新規開設

イ　既存施設の定員増

ウ　改築による再開設

エ　災害復旧時の再開設

併設ショートステイ「有」の場合 （ ）人

（注１）既存施設の定員増の場合は、５欄には増員数、６欄には増員する（した）日を記
入すること。

（注２）特別養護老人ホームで、併設ショートステイが有の場合、（　）に内数を記入す
ること。

（注３）訪問看護ステーションは、５欄には施設数を記入すること。また、同欄において
該当しない単位は、二重線で消すこと。

７　併設施設

４　開設種別（該当するものに○を
　付けること。）

５　開設定員数又は開設施設数

６　開設（予定）年月日 　　　　年　　月　　日

               人・所

開設概要

１　施設種別（該当するものに○を
　付けること。）

２　施設名称

３　開設（予定）地

以下の（ア）又は（イ）のいずれかに該当する
もの
（ア）有料老人ホームであって特定施設入居者
生活介護の指定を受け、かつ「介護専用型有料
老人ホーム施設整備費補助」の交付を受けるも
の
（イ）交付要綱第３条なお書き（災害復旧時
（再開設時））に該当する有料老人ホーム又は
サービス付き高齢者向け住宅であって、特定施
設入居者生活介護の指定を受けるもの



別紙２－１(補助要綱別表１の事業)
（申請者名　　　　　　　      　　　　　　　））
（施設名称　　　　　      　　　　　　　　　 ）

（注１）開設定員数又は開設施設数欄には、定員増の場合には増員数を、訪問看護ステーションの場合には施設数を記入すること。
（注２）申請額は、千円未満を切り捨てた額とすること。

補助基準額
（円）

（Ｅ＝Ｃ－Ｄ）

補助基準基礎額
（円）

（Ｃ＝Ａ×Ｂ）

申請額
 (円）

（ＥとＨとを比較し
て少ない方の額）

前年度交付額
（円）
（Ｄ）

寄付金その他の
収入額
（円）
（Ｇ）

積算調書

交付基礎単価
（円）
（Ａ）

開設定員数又は
開設施設数
（人・所）

（Ｂ）

対象経費の
実支出予定額

（円）
（Ｆ）

差引後
実支出予定額

（円）
（Ｈ＝Ｆ－Ｇ）



別紙２－２(補助要綱別表２の事業)
（申請者名　　　　　　　      　　　　　　　））
（施設名称　　　　　      　　　　　　　　　 ）

（注１）申請額は、千円未満を切り捨てた額とすること。

積算調書

補助基準額
（円）
（Ａ）

前年度交付額
（円）
（Ｂ）

補助基準額
（円）

（Ｄ＝Ａ－Ｃ）

対象経費の
実支出予定額

（円）
（Ｅ）

寄付金その他の
収入額
（円）
（Ｆ）

前年度交付額×4/3
(円)

（Ｃ＝Ｂ×４÷３）

差引後
実支出予定額

（円）
（Ｇ＝Ｅ－Ｆ）

申請額
 (円）

（ＤとＧを比較して少
ない方の額）×3/4



別紙３－１(補助要綱別表１の事業)

（申請者名　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）
（施設名称　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

（注１）見積書１枚ごとに１行の記載とすること。
（注２）科目区分の欄には、賃金、需用費など、交付要綱別表１の第５欄に定める対象経費を記すこと。
（注３）領収書、就業規則、雇用契約書の写し等、補助対象経費の内容について具体的に分かるものを添付すること。
（注４）見積書（契約書）等、納品書等、請求書、領収証等を提出する際は、左側の整理番号を付すこと。なお、交付申請時に提出したものについては、実績報告時に再度提出する必要はない。
（注５）挙証資料の欄は、提出したものにチェックを入れること。
（注６）購入物との確認欄は、備品等の購入の際に見積書及び納品書の内容（型番を含む）と現物を照合し、一致していれば「○」を計上すること。
　　　　軽微な理由で別の型番等を購入した場合は、「変更」を選択し、説明を備考に記載、又は別途説明資料を添付すること。なお、大幅な変更は、補助対象として計上可能か担当課まで連絡をすること。
（注７）行を増やす際には、計算式等が反映されるよう必ず挿入で行うこと。
（注８）対象経費内に消費税を含める場合は、「消費税の計上」欄を「有」とすること。消費税を含めない場合は「無」とすること。

0
0

積算内訳

整
理
番
号

科目区分 内容

交付申請（Ａ） 実績報告（Ｂ）
消
費
税
額
の
計
上

挙証資料
　
購
入
物
と

の
確
認

　
（

見
積
書
、

納
品
書

　
と
の
型
番

等

)

（Ｃ）増 減（Ｂ）－（Ａ）

備　考

（変更理由等）対象予定月 数量 支出予定額 対象月 数量 支出額

　
見
積
書
等

　
納
品
書
等

　
領
収
書
等

記
入
例

委託料 新聞折込広告
自令和 ７ 年 ７ 月

3 330,000

　
（

写
真
） 金　額

　
請
求
書

△ 330,000
至令和７ 年10 月 至　　　　年　　月

有 ✔
自　　　　年　　月

1
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

2
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

3
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

4
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

5
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

6
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

7
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

8
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

9
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

10
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

合計 0 合計 0 0 0 0 0 0 0 0

※「（Ｃ）増減」

欄については、

交付申請時

は必要ありま

せんので、非

表示等にして

印刷して下さ

い。実績報告

時に、必要と

なります。

5/55



別紙３－２(補助要綱別表２の事業)

（申請者名　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）
（施設名称　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

（注１）見積書１枚ごとに１行の記載とすること。
（注２）領収書等、補助対象経費の内容について具体的に分かるものを添付すること。
（注３）見積書（契約書）等、納品書等、請求書、領収証等を提出する際は、左側の整理番号を付すこと。なお、交付申請時に提出したものについては、実績報告時に再度提出する必要はない。
（注４）挙証資料の欄は、提出したものにチェックを入れること。
（注５）購入物との確認欄は、見積書及び納品書の内容（型番を含む）と現物を照合し、一致していれば「○」を計上すること。
　　　　軽微な理由で別の型番等を購入した場合は、「変更」を選択し、説明を備考に記載、又は別途説明資料を添付すること。なお、大幅な変更は、補助対象として計上可能か担当課まで連絡をすること。
（注６）行を増やす際には、計算式等が反映されるよう必ず挿入で行うこと。
（注７）対象経費内に消費税を含める場合は、「消費税の計上」欄を「有」とすること。消費税を含めない場合は「無」とすること。

0
0

積算内訳

整
理
番
号

科目区分 内容

交付申請（Ａ） 実績報告（Ｂ）
消
費
税
額
の
計
上

挙証資料
　
購
入
物
と

の
確
認

　
（

見
積
書
、

納
品
書

　
と
の
型
番

等

)

（Ｃ）増 減（Ｂ）－（Ａ）

備　考

（変更理由等）対象予定月 数量 支出予定額 対象月 数量 支出額

　
見
積
書
等

　
納
品
書
等

　
領
収
書
等

記
入
例

備品購入費
介護業務支援システ
ム

自令和 ７ 年 ７ 月
1 1,000,000

　
（

写
真
） 金　額

　
請
求
書

△ 1,000,000
至令和７ 年 ７ 月 至　　　　年　　月

有 ✔
自　　　　年　　月

1
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

2
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

3
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

4
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

5
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

6
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

7
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

8
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

9
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

10
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

合計 0 合計 0 0 0 0 0 0 0 0

※「（Ｃ）増減」

欄については、

交付申請時

は必要ありま

せんので、非

表示等にして

印刷して下さ

い。実績報告

時に、必要と

なります。

6/55



別紙４

誓　約　書

　東 京 都 知 事　　殿

　令和８年度東京都介護施設等の施設開設準備経費等支援事業補助金交付要綱（令和８年６月１２日付８福祉高施
第５４８号）第７条の規定に基づく補助金等の交付の申請を行うに当たり、当該申請により補助金等の交付を受けよう
とする者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員を含む。）が東京
都暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団員又は同条第４号に規定する暴
力団関係者（以下「暴力団員等」という。）に該当せず、かつ将来にわたっても該当しないことをここに誓約いたしま
す。
　 また、この誓約に違反又は相違があり、同要綱別記補助条件１（８）（ア）の規定により補助金等の交付の決定の取
消しを受けた場合において、同要綱別記補助条件１（９）の規定に基づき返還を命じられたときは、これに異議なく応
じることを誓約いたします。
　 あわせて、知事が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認のため、警視庁へ照会がなされること
に同意いたします。

　　　令和　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

＊　法人その他の団体にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入すること。
＊　この誓約書における「暴力団関係者」とは、以下の者をいう。
　・　暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者
　・　暴力団員を雇用している者
　・　暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者
　・　暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者
　・　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者



１　施設等の概要

事業者名

施設名称 施設種別

開設（予定）地 開設種別

２　開設等（予定）年月日及び定員数

（１）開設等（予定）年月日 （２）定員数

新規開設 人 (うち併設ショート 人）

再開設
（改築又は災害復旧時）

人 (うち併設ショート 人）

定員増
（既存施設の定員増）

人 (うち併設ショート 人）

（うち、今回増定
員数）

人 (うち併設ショート 人）

３　災害レッドゾーン等の該当状況

(1)都市計画法第33条第1項第8号により開発行為が禁止される区域（災害レッドゾーン）の該当状況

→

(2)その他被害が想定される区域（災害イエローゾーン）の該当状況

→ （想定浸水深 ｍ）

(           　　             )

４　その他

事業計画書

新規開設時

再開設時
（改築又は災害復旧時）

定員増時

災害レッドゾーンの該
当状況

備考

災害イエローゾーンの
該当状況

※　該当する場合、以下のaからｄまでの該当状況を記入（該当するものに「〇」）してください。
土砂災害警戒区域または浸水深１メートル以上の浸水想定区域等の場合は、次のａからｄの全てに、浸水深１メートル未
満の浸水想定区域等の場合は、ｃ及びｄに該当する場合に限り補助の対象となります。

ａ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する日常生活圏域において、当該日常生活圏域の大半が災害イ
エローゾーンである等、災害イエローゾーン以外での事業用地の取得が困難である。
　⇒該当する場合は区市町村の意見書を提出してください（整備費補助協議等で区市町村意見書を提出して
いる場合はその写しでも可）。

ｂ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する区市町村において、災害イエローゾーンにおける介護施設
等の新規整備を認めない場合、当該施設が所在する区域において区市町村の介護保険事業計画で見込まれてい
る必要な介護サービス量の確保が困難になり、かつ、将来にわたり充足される見込みがない。
　⇒該当する場合は区市町村の意見書を提出してください（整備費補助協議等で区市町村意見書を提出して
いる場合はその写しでも可）。

ｃ 新規整備を行う介護施設等又は介護施設等が立地する事業用地において、災害イエローゾーンの災害想定に
より想定される被災リスクに対して、被害の防止・軽減のための対策及び迅速な避難を可能とするための施
設・設備上の対策が実施される計画となっている。
　⇒該当する場合は対策の概要がわかる資料を添付してください。

ｄ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する災害イエローゾーンの災害想定により想定しうる被災リス
クへの対策が非常災害対策計画、避難確保計画等に記載される計画となっている。
　⇒該当する場合は計画の該当部分がわかる資料を添付してください。

災害危険区域 地すべり防止区域

土砂災害特別警戒区域

該当する

該当しない

急傾斜地崩壊危険地域

浸水想定区域土砂災害警戒区域該当する

該当しない

その他



１　施設等の概要

事業者名

施設名称 施設種別

開設（予定）地 開設種別

日常生活圏域名称

２　災害イエローゾーンの該当状況

その他被害が想定される区域（災害イエローゾーン）の該当状況

（想定浸水深 ｍ）

３　区市町村の意見

東京都知事　殿
令和　　年　　月　　日
　○○○長　　○○○○　 印

　　年度　東京都介護施設等の施設開設準備経費等支援事業補助金
災害イエローゾーンでの事業計画に係る区市町村意見書

災害イエローゾーン
の該当状況

(           　　             　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

ａ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する日常生活圏域において、当該日常生活圏域の大半が災害イエローゾーンである等、災害
イエローゾーン以外での事業用地の取得が困難である。

【意見等】

該当する　　・　　該当しない

【意見等】

ｂ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する市区町村において、災害イエローゾーンにおける介護施設等の新規整備を認めない場
合、当該施設が所在する区域において市区町村の介護保険事業計画で見込まれている必要な介護サービス量の確保が困難になり、かつ、将来
にわたり充足される見込みがない。

該当する　　・　　該当しない

【意見等】

その他

浸水想定区域土砂災害警戒区域

その他



（申請者名　　　　　　　　　　　）

１ 歳入の部
（単位：円）

２ 歳出の部
（単位：円）

　　本書は、原本と相違ないことを証明します。

令和　　年　　月　　日

法人名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　

0

備　　考

歳入歳出予算（見込）書抄本

予算（見込）額 備　　考

合　　計

予算（見込）額

区　　分

合　　計

区　　分



別記
第２号様式

東京都知事　殿

このことについて、下記のとおり提出します。

１　申請額 円

２　添付書類
（１）施設別申請内訳（区市町村実施・補助事業用）（別紙１）
（２）開設概要（別紙２）
（３）積算調書（開設概要添付用）（別紙３）
（４）積算内訳（開設概要添付用）（別紙４）
（５）誓約書（別紙５）

（６）デジタル介護機器等コンサルティング等経費補助の交付決定写し

(補助要綱別表２の補助を申請する場合)

（７）歳入歳出予算（見込）書抄本（本事業に関するもの）
（８）その他参考となる資料

（注）添付書類の(５)は、区市町村補助事業を実施する場合にのみ提出すること。

担　当　者

電　話
E-mail

記

所　属

氏　名

　　　　　 　 第  　　号
　　令和　年　月　日

区市町村長　　 印

令和８年度東京都介護施設等の施設開設準備経費等補助金交付申請書

（区市町村実施・補助事業用）



別紙１
（区市町村名　　　　　　　　　 ）

１　区市町村実施事業

２　区市町村補助事業

３　合計（小計①+小計②）

対象事業

※対象事業は「補助要綱別表1」「補助要綱別表2」を選択し、両事業を申請する場合は番号を分けて記載すること。

対象事業

0 0

0 0 0

小計①+小計②

交付申請額
 (円）

0

小計②

5

2

4

3

交付申請額
 (円）

1

0

番号 施設種別 事業者名 施設名称
補助基準額

（円）

対象経費の
実支出予定額

（円）

小計①

5

4

3

2

1

（　　　／　　ページ）

施設別申請内訳（区市町村実施・補助事業用）

番号 施設種別 事業者名 施設名称
補助基準額

（円）

対象経費の
実支出予定額

（円）

交付申請額
 (円）



別紙２
（区市町村名　　　　　　　　　　） ）

ア　特別養護老人ホーム
　（併設されるショートステイ居室　有・無　）

イ　介護老人保健施設

ウ　介護医療院

エ　ケアハウス

オ　養護老人ホーム

カ　介護付きホーム

キ　訪問看護ステーション

ク　地域密着型特別養護老人ホーム

　（併設されるショートステイ居室　有・無　）

ケ　小規模な介護老人保健施設　

コ　小規模な介護医療院

サ　小規模なケアハウス　

シ　認知症高齢者グループホーム　

ス　小規模多機能型居宅介護事業所

セ　看護小規模多機能型居宅介護事業所　

ソ　小規模な介護付きホーム

タ　定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

チ　都市型軽費老人ホーム

ツ　小規模な養護老人ホーム

テ　施設内保育施設

ア　新規開設
イ　既存施設の定員増
ウ　改築による再開設
エ　災害復旧時の再開設

併設ショートステイ「有」の場合 （ ）人

（注１）事業計画書を添付すること。
（注２）既存施設の定員増の場合は、６欄には増員数、７欄には増員する（した）日を記入すること。
（注３）６欄において、訪問看護ステーション、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所及び施設

内保育施設は施設数、小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業所
は宿泊定員数、定員増の場合には増員数を記入すること。また、同欄において該当しない単位
は、二重線で消すこと。

（注４）特別養護老人ホーム及び地域密着型特別養護老人ホームで、併設ショートステイ居室が「有」
の場合、（　）に内数を記入すること。

７　開設（予定）年月日 　　年　　月　　日

８　併設施設

９　申請額 円

３　施設名称

４　開設（予定）地

５　開設種別（該当するものに○を
　付けること。）

６　開設定員数又は開設施設数

               人・所

0

開設概要

１　施設種別（該当するものに○を
　付けること。）

（交付要綱第３条なお書き（災害復旧時（再開設時））に該
当する有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅で
あって、特定施設入居者生活介護の指定を受けるものに限
る。）

（交付要綱第３条なお書き（災害復旧時（再開設時））に該
当する有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅で
あって、特定施設入居者生活介護の指定を受けるものに限
る。）

２　事業者名



別紙３－１(補助要綱別表１の事業)

（事業者名　　　　　　　      　　　　　　 ）
（施設名称　　　　　      　　　　　　　　　 ）

（注１）開設定員数又は開設施設数欄には、訪問看護ステーション、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所及び施設内保育施設は施設数、小規模多機能型居宅介護事業所
及び看護小規模多機能型居宅介護事業所は宿泊定員数、定員増の場合には増員数を記入すること。

（注２）申請額は、千円未満を切り捨てた額とすること。

前年度交付額
（円）
（Ｄ）

対象経費の
実支出予定額

（円）
（Ｆ）

差引後
実支出予定額

（円）
（Ｈ＝Ｆ－Ｇ）

申請額
 (円）

（ＥとＨとを比較し
て少ない方の額）

補助基準額
（円）

（Ｅ＝Ｃ－Ｄ）

寄付金その他の
収入額
（円）
（Ｇ）

積算調書（開設概要添付用）

交付基礎単価
（円）
（Ａ）

開設定員数又は
開設施設数
（人・所）

（Ｂ）

補助基準基礎額
（円）

（Ｃ＝Ａ×Ｂ）



別紙３－２(補助要綱別表２の事業)
（事業者名　　　　　　　      　　　　　　　））
（施設名称　　　　　      　　　　　　　　　 ）

（注１）申請額は、千円未満を切り捨てた額とすること。

申請額
 (円）

（ＤとＧを比較して少
ない方の額）×3/4

積算調書（開設概要添付用）

補助基準額
（円）
（Ａ）

前年度交付額
（円）
（Ｂ）

前年度交付額×4/3
(円)

（Ｃ＝Ｂ×４÷３）

補助基準額
（円）

（Ｄ＝Ａ－Ｃ）

対象経費の
実支出予定額

（円）
（Ｅ）

寄付金その他の
収入額
（円）
（Ｆ）

差引後
実支出予定額

（円）
（Ｇ＝Ｅ－Ｆ）



別紙４－１(補助要綱別表１の事業)

（事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（施設名称　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（注１）見積書１枚ごとに１行の記載とすること。
（注２）科目区分の欄には、賃金、需用費など、交付要綱別表の第５欄に定める対象経費を記すこと。
（注３）領収書、就業規則、雇用契約書の写し等、補助対象経費の内容について具体的に分かるものを添付すること。
（注４）見積書（契約書）等、納品書等、請求書、領収証等を提出する際は、左側の整理番号を付すこと。なお、交付申請時に提出したものについては、実績報告時に再度提出する必要はない。
（注５）挙証資料の欄は、提出したものにチェックを入れること。
（注６）購入物との確認欄は、備品等の購入の際に見積書及び納品書の内容（型番を含む）と現物を照合し、一致していれば「○」を計上すること。
　　　　軽微な理由で別の型番等を購入した場合は、「変更」を選択し、説明を備考に記載、又は別途説明資料を添付すること。なお、大幅な変更は、補助対象として計上可能か担当課まで連絡をすること。
（注７）行を増やす際には、計算式等が反映されるよう必ず挿入で行うこと。
（注８）対象経費内に消費税を含める場合は、「消費税の計上」欄を「有」とすること。消費税を含めない場合は「無」とすること。

0 0 0 0 0 0合計 0 合計 0 0

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
10

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
9

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
8

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
7

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
6

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
5

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
4

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
3

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
2

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
1

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

至令和 ７ 年 10 月 至　　　　年　　月
有 ✔

自　　　　年　　月

　
（

写
真
） 金　額

　
請
求
書

△ 330,000
記
入
例

委託料 新聞折込広告
自令和 ７ 年 ７ 月

3 330,000

備　考

（変更理由等）対象予定月 数量 支出予定額 対象月 数量 支出額

　
見
積
書
等

　
納
品
書
等

　
領
収
書
等

積算内訳（開設概要添付用）

整
理
番
号

科目区分 内容

交付申請（Ａ） 実績報告（Ｂ）
消
費
税
額
の
計
上

挙証資料
　
購
入
物
と

の
確
認

　
　
　
（

見

積
書
、

納
品
書

　
　
　
　
と

の
型
番
等

)

（Ｃ）増 減（Ｂ）－（Ａ）

0

0

※「（Ｃ）増減」

欄については、

交付申請時

は必要ありま

せんので、非

表示等にして

印刷して下さ

い。実績報告

時に、必要と

なります。

16/55



別紙４－２(補助要綱別表２の事業)

（事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（施設名称　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（注１）見積書１枚ごとに１行の記載とすること。
（注２）領収書等、補助対象経費の内容について具体的に分かるものを添付すること。
（注３）見積書（契約書）等、納品書等、請求書、領収証等を提出する際は、左側の整理番号を付すこと。なお、交付申請時に提出したものについては、実績報告時に再度提出する必要はない。
（注４）挙証資料の欄は、提出したものにチェックを入れること。
（注５）購入物との確認欄は、見積書及び納品書の内容（型番を含む）と現物を照合し、一致していれば「○」を計上すること。
　　　　軽微な理由で別の型番等を購入した場合は、「変更」を選択し、説明を備考に記載、又は別途説明資料を添付すること。なお、大幅な変更は、補助対象として計上可能か担当課まで連絡をすること。
（注６）行を増やす際には、計算式等が反映されるよう必ず挿入で行うこと。
（注７）対象経費内に消費税を含める場合は、「消費税の計上」欄を「有」とすること。消費税を含めない場合は「無」とすること。

0 0 0 0 0 0合計 0 合計 0 0

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
10

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
9

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
8

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
7

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
6

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
5

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
4

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
3

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
2

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
1

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

至令和７ 年７ 月 至　　　　年　　月
有 ✔

自　　　　年　　月

　
領
収
書
等

　
（

写
真
） 金　額

　
請
求
書

△ 1,000,000

　
購
入
物
と

の
確
認

　
（

見
積
書
、

納
品
書

　
と
の
型
番

等

)

記
入
例

備品購入費
介護業務支援システ
ム

自令和 ７ 年 ７ 月
1 1,000,000

備　考

（変更理由等）対象予定月 数量 支出予定額 対象月 数量 支出額

　
見
積
書
等

　
納
品
書
等

（Ｃ）増 減（Ｂ）－（Ａ）

0
0

積算内訳(開設概要添付用）

整
理
番
号

科目区分 内容

交付申請（Ａ） 実績報告（Ｂ）
消
費
税
額
の
計
上

挙証資料

※「（Ｃ）増減」

欄については、

交付申請時

は必要ありま

せんので、非

表示等にして

印刷して下さ

い。実績報告

時に、必要と

なります。

17/55



別紙5

誓　約　書

　(区市町村長）　　殿

　令和8年度東京都介護施設等の施設開設準備経費等支援事業補助金交付要綱（令和８年６月１２日付８福祉高施
第５４８号）第７条の規定に基づく補助金等の交付の申請を行うに当たり、当該申請により補助金等の交付を受けよう
とする者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員を含む。）が東京
都暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団員又は同条第４号に規定する暴
力団関係者（以下「暴力団員等」という。）に該当せず、かつ将来にわたっても該当しないことをここに誓約いたしま
す。
　 また、この誓約に違反又は相違があり、同要綱別記補助条件１（８）（ア）の規定により補助金等の交付の決定の取
消しを受けた場合において、同要綱別記補助条件１（９）の規定に基づき返還を命じられたときは、これに異議なく応
じることを誓約いたします。
　 あわせて、知事が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認のため、警視庁へ照会がなされること
に同意いたします。

　　　令和　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

＊　法人その他の団体にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入すること。
＊　この誓約書における「暴力団関係者」とは、以下の者をいう。
　・　暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者
　・　暴力団員を雇用している者
　・　暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者
　・　暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者
　・　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者



１　施設等の概要

事業者名

施設名称 施設種別

開設（予定）地 開設種別

２　開設等（予定）年月日及び定員数

（１）開設等（予定）年月日 （２）定員数

新規開設 人 (うち併設ショート 人）

再開設
（改築又は災害復旧時）

人 (うち併設ショート 人）

定員増
（既存施設の定員増）

人 (うち併設ショート 人）

（うち、今回増定
員数）

人 (うち併設ショート 人）

３　災害レッドゾーン等の該当状況

(1)都市計画法第33条第1項第8号により開発行為が禁止される区域（災害レッドゾーン）の該当状況

→

(2)その他被害が想定される区域（災害イエローゾーン）の該当状況

→ （想定浸水深 ｍ）

(           　　             )

４　その他

事業計画書（開設概要添付用）

新規開設時

再開設時
（改築又は災害復旧時）

定員増時

災害レッドゾーンの該
当状況

備考

災害イエローゾーンの
該当状況

※　該当する場合、以下のaからｄまでの該当状況を記入（該当するものに「〇」）してください。
土砂災害警戒区域または浸水深１メートル以上の浸水想定区域等の場合は、次のａからｄの全てに、浸水深１メートル未
満の浸水想定区域等の場合は、ｃ及びｄに該当する場合に限り補助の対象となります。

ａ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する日常生活圏域において、当該日常生活圏域の大半が災害イ
エローゾーンである等、災害イエローゾーン以外での事業用地の取得が困難である。
　⇒該当する場合は区市町村の意見書を提出してください（整備費補助協議等で区市町村意見書を提出して
いる場合はその写しでも可）。

ｂ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する区市町村において、災害イエローゾーンにおける介護施設
等の新規整備を認めない場合、当該施設が所在する区域において区市町村の介護保険事業計画で見込まれてい
る必要な介護サービス量の確保が困難になり、かつ、将来にわたり充足される見込みがない。
　⇒該当する場合は区市町村の意見書を提出してください（整備費補助協議等で区市町村意見書を提出して
いる場合はその写しでも可）。

ｃ 新規整備を行う介護施設等又は介護施設等が立地する事業用地において、災害イエローゾーンの災害想定に
より想定される被災リスクに対して、被害の防止・軽減のための対策及び迅速な避難を可能とするための施
設・設備上の対策が実施される計画となっている。
　⇒該当する場合は対策の概要がわかる資料を添付してください。

ｄ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する災害イエローゾーンの災害想定により想定しうる被災リス
クへの対策が非常災害対策計画、避難確保計画等に記載される計画となっている。
　⇒該当する場合は計画の該当部分がわかる資料を添付してください。

災害危険区域 地すべり防止区域

土砂災害特別警戒区域

該当する

該当しない

急傾斜地崩壊危険地域

浸水想定区域土砂災害警戒区域該当する

該当しない

その他



１　施設等の概要

事業者名

施設名称 施設種別

開設（予定）地 開設種別

日常生活圏域名称

２　災害イエローゾーンの該当状況

その他被害が想定される区域（災害イエローゾーン）の該当状況

（想定浸水深 ｍ）

３　区市町村の意見

東京都知事　殿
令和　　年　　月　　日
　○○○長　　○○○○　 印

　　年度　東京都介護施設等の施設開設準備経費等支援事業補助金
災害イエローゾーンでの事業計画に係る区市町村意見書

災害イエローゾーン
の該当状況

(           　　             　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

ａ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する日常生活圏域において、当該日常生活圏域の大半が災害イエローゾーンである等、災害
イエローゾーン以外での事業用地の取得が困難である。

【意見等】

該当する　　・　　該当しない

【意見等】

ｂ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する市区町村において、災害イエローゾーンにおける介護施設等の新規整備を認めない場
合、当該施設が所在する区域において市区町村の介護保険事業計画で見込まれている必要な介護サービス量の確保が困難になり、かつ、将来
にわたり充足される見込みがない。

該当する　　・　　該当しない

【意見等】

その他

浸水想定区域土砂災害警戒区域

その他



（区市町村名　　　　　　　　　　）

１　歳入の部
（単位：円）

２　歳出の部
（単位：円）

 本書は、原本と相違ないことを証明します。
　 

令和　　年　　月　　日

合　計

区市町村長　　

合　計

区　分 予算（見込）額 備　　考

0

歳入歳出予算（見込）書抄本

区　分 予算（見込）額 備　　考



別記
第３号様式

東京都知事　殿
申請者

所在地
名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　印

１　申請額 円

２　添付書類
（１）開設概要（別紙１）
（２）積算調書（別紙２）
（３）積算内訳（別紙３）
（４）事業計画書
（５）歳入歳出予算（見込）書抄本（本事業に関するもの）
（６）その他参考となる資料

担　当　者

E-mail

通　知
送付先

<住所> 〒

<施設名（部署名）>

所　属

氏　名
電　話

　　　　　　　    第　  　号
　　　令和　　年　　月　　日

令和８年度東京都介護施設等の施設開設準備経費等補助金変更交付申請書（都補助事業用）

　令和　　年　　月　　日付　　　　　　第　　　　号により交付の決定を受けた標記の補助金
について、下記のとおり変更交付を申請します。

記



別紙１
（申請者名　　　　　　　　　　 ）

ア　特別養護老人ホーム
（併設されるショートステイ居室　有・無）

イ　介護老人保健施設

ウ　介護医療院

エ　ケアハウス

オ　養護老人ホーム

カ　介護付きホーム

キ　訪問看護ステーション

ア　新規開設

イ　既存施設の定員増

ウ　改築による再開設

エ　災害復旧時の再開設

併設ショートステイ「有」の場合 （ ）人

（注１）既存施設の定員増の場合は、５欄には増員数、６欄には増員する（した）日を記
入すること。

（注２）特別養護老人ホームで、併設ショートステイが有の場合、（　）に内数を記入す
ること。

（注３）訪問看護ステーションは、５欄には施設数を記入すること。また、同欄において
該当しない単位は、二重線で消すこと。

６　開設（予定）年月日 　　　　年　　月　　日

７　併設施設

３　開設（予定）地

４　開設種別（該当するものに○を
　付けること。）

５　開設定員数又は開設施設数
               人・所

0

開設概要

１　施設種別（該当するものに○を
　付けること。） 以下の（ア）又は（イ）のいずれかに該当す

るもの
（ア）有料老人ホームであって特定施設入居
者生活介護の指定を受け、かつ「介護専用型
有料老人ホーム施設整備費補助」の交付を受
けるもの
（イ）交付要綱第３条なお書き（災害復旧時
（再開設時））に該当する有料老人ホーム又
はサービス付き高齢者向け住宅であって、特
定施設入居者生活介護の指定を受けるもの

２　施設名称



別紙２－１(補助要綱別表１の事業)
（申請者名　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）
（施設名称　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

（注１）開設定員数又は開設施設数欄には、定員増の場合には増員数を、訪問看護ステーションの場合には施設数を記入すること。
（注２）申請額は、千円未満を切り捨てた額とすること。

差引後
実支出予定額

（円）
（Ｈ＝Ｆ－Ｇ）

申請額
(円）
（Ｉ）

（ＥとＨとを
比較して

少ない方の額）

既交付決定額
（円）
（Ｊ）

差引過
（▲不足）額

（円）
（Ｋ＝Ｊ－Ｉ）

積算調書

交付基礎単価
（円）
（Ａ）

開設定員数又は
開設施設数

（人・所）
（Ｂ）

補助基準
基礎額
（円）

（Ｃ＝Ａ×Ｂ）

前年度交付額
（円）
（Ｄ）

補助基準額
（円）

（Ｅ＝Ｃ－Ｄ）

対象経費の
実支出予定額

（円）
（Ｆ）

寄付金その他の
収入額
（円）
（Ｇ）



別紙２－２(補助要綱別表２の事業)
（申請者名　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）
（施設名称　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

（注１）申請額は、千円未満を切り捨てた額とすること。

申請額
 (円）

（ＤとＧを比較して少
ない方の額）×3/4

積算調書

補助基準額
（円）
（Ａ）

前年度交付額
（円）
（Ｂ）

前年度交付額×4/3
(円)

（Ｃ＝Ｂ×４÷３）

補助基準額
（円）

（Ｄ＝Ａ－Ｃ）

対象経費の
実支出予定額

（円）
（Ｅ）

寄付金その他の
収入額
（円）
（Ｆ）

差引後
実支出予定額

（円）
（Ｇ＝Ｅ－Ｆ）



別紙３(補助要綱別表１の事業)

（申請者名　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）
（施設名称　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

（注１）見積書１枚ごとに１行の記載とすること。
（注２）科目区分の欄には、賃金、需用費など、交付要綱別表の第５欄に定める対象経費を記すこと。
（注３）領収書、就業規則、雇用契約書の写し等、補助対象経費の内容について具体的に分かるものを添付すること。
（注４）見積書（契約書）等、納品書等、請求書、領収証等を提出する際は、左側の整理番号を付すこと。なお、交付申請時に提出したものについては、実績報告時に再度提出する必要はない。
（注５）挙証資料の欄は、提出したものにチェックを入れること。
（注６）購入物との確認欄は、備品等の購入の際に見積書及び納品書の内容（型番を含む）と現物を照合し、一致していれば「○」を計上すること。
　　　　軽微な理由で別の型番等を購入した場合は、「変更」を選択し、説明を備考に記載、又は別途説明資料を添付すること。なお、大幅な変更は、補助対象として計上可能か担当課まで連絡をすること。
（注７）行を増やす際には、計算式等が反映されるよう必ず挿入で行うこと。
（注８）対象経費内に消費税を含める場合は、「消費税の計上」欄を「有」とすること。消費税を含めない場合は「無」とすること。

0 0 0 0 0 0合計 0 合計 0 0

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
10

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
9

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
8

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
7

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
6

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
5

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
4

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
3

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
2

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
1

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

至令和 ７ 年 10 月 至　　　　年　　月
有 ✔

自　　　　年　　月

　
（

写
真
） 金　額

　
請
求
書

△ 330,000
記
入
例

委託料 新聞折込広告
自令和 ７ 年 ７ 月

3 330,000

備　考

（変更理由等）対象予定月 数量 支出予定額 対象月 数量 支出額

　
見
積
書
等

　
納
品
書
等

　
領
収
書
等

積算内訳

整
理
番
号

科目区分 内容

交付申請（Ａ） 実績報告（Ｂ）
消
費
税
額
の
計
上

挙証資料
　
購
入
物
と

の
確
認

　
（

見
積
書
、

納
品
書

　
と
の
型
番

等

)

（Ｃ）増 減（Ｂ）－（Ａ）

0
0

※「（Ｃ）増減」

欄については、

交付申請時

は必要ありま

せんので、非

表示等にして

印刷して下さ

い。実績報告

時に、必要と

なります。

26/55



別紙３－２(補助要綱別表２の事業)

（申請者名　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）
（施設名称　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

（注１）見積書１枚ごとに１行の記載とすること。
（注２）領収書等、補助対象経費の内容について具体的に分かるものを添付すること。
（注３）見積書（契約書）等、納品書等、請求書、領収証等を提出する際は、左側の整理番号を付すこと。なお、交付申請時に提出したものについては、実績報告時に再度提出する必要はない。
（注４）挙証資料の欄は、提出したものにチェックを入れること。
（注５）購入物との確認欄は、見積書及び納品書の内容（型番を含む）と現物を照合し、一致していれば「○」を計上すること。
　　　　軽微な理由で別の型番等を購入した場合は、「変更」を選択し、説明を備考に記載、又は別途説明資料を添付すること。なお、大幅な変更は、補助対象として計上可能か担当課まで連絡をすること。
（注６）行を増やす際には、計算式等が反映されるよう必ず挿入で行うこと。
（注７）対象経費内に消費税を含める場合は、「消費税の計上」欄を「有」とすること。消費税を含めない場合は「無」とすること。

0 0 0 0 0 0合計 0 合計 0 0

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
10

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
9

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
8

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
7

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
6

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
5

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
4

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
3

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
2

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
1

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

至令和７ 年 ７ 月 至　　　　年　　月
有 ✔

自　　　　年　　月

　
（

写
真
） 金　額

　
請
求
書

△ 1,000,000
記
入
例

備品購入費
介護業務支援システ
ム

自令和 ７ 年 ７ 月
1 1,000,000

備　考

（変更理由等）対象予定月 数量 支出予定額 対象月 数量 支出額

　
見
積
書
等

　
納
品
書
等

　
領
収
書
等

積算内訳

整
理
番
号

科目区分 内容

交付申請（Ａ） 実績報告（Ｂ）
消
費
税
額
の
計
上

挙証資料
　
購
入
物
と

の
確
認

　
（

見
積
書
、

納
品
書

　
と
の
型
番

等

)

（Ｃ）増 減（Ｂ）－（Ａ）

0
0

※「（Ｃ）増減」

欄については、

交付申請時

は必要ありま

せんので、非

表示等にして

印刷して下さ

い。実績報告

時に、必要と

なります。

27/55



１　施設等の概要

事業者名

施設名称 施設種別

開設（予定）地 開設種別

２　開設等（予定）年月日及び定員数

（１）開設等（予定）年月日 （２）定員数

新規開設 人 (うち併設ショート 人）

再開設
（改築又は災害復旧時）

人 (うち併設ショート 人）

定員増
（既存施設の定員増）

人 (うち併設ショート 人）

（うち、今回増定
員数）

人 (うち併設ショート 人）

３　災害レッドゾーン等の該当状況

(1)都市計画法第33条第1項第8号により開発行為が禁止される区域（災害レッドゾーン）の該当状況

→

(2)その他被害が想定される区域（災害イエローゾーン）の該当状況

→ （想定浸水深 ｍ）

(           　　             )

４　その他

事業計画書

新規開設時

再開設時
（改築又は災害復旧時）

定員増時

災害レッドゾーンの該
当状況

備考

災害イエローゾーンの
該当状況

※　該当する場合、以下のaからｄまでの該当状況を記入（該当するものに「〇」）してください。
土砂災害警戒区域または浸水深１メートル以上の浸水想定区域等の場合は、次のａからｄの全てに、浸水深１メートル未
満の浸水想定区域等の場合は、ｃ及びｄに該当する場合に限り補助の対象となります。

ａ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する日常生活圏域において、当該日常生活圏域の大半が災害イ
エローゾーンである等、災害イエローゾーン以外での事業用地の取得が困難である。
　⇒該当する場合は区市町村の意見書を提出してください（整備費補助協議等で区市町村意見書を提出して
いる場合はその写しでも可）。

ｂ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する区市町村において、災害イエローゾーンにおける介護施設
等の新規整備を認めない場合、当該施設が所在する区域において区市町村の介護保険事業計画で見込まれてい
る必要な介護サービス量の確保が困難になり、かつ、将来にわたり充足される見込みがない。
　⇒該当する場合は区市町村の意見書を提出してください（整備費補助協議等で区市町村意見書を提出して
いる場合はその写しでも可）。

ｃ 新規整備を行う介護施設等又は介護施設等が立地する事業用地において、災害イエローゾーンの災害想定に
より想定される被災リスクに対して、被害の防止・軽減のための対策及び迅速な避難を可能とするための施
設・設備上の対策が実施される計画となっている。
　⇒該当する場合は対策の概要がわかる資料を添付してください。

ｄ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する災害イエローゾーンの災害想定により想定しうる被災リス
クへの対策が非常災害対策計画、避難確保計画等に記載される計画となっている。
　⇒該当する場合は計画の該当部分がわかる資料を添付してください。

災害危険区域 地すべり防止区域

土砂災害特別警戒区域

該当する

該当しない

急傾斜地崩壊危険地域

浸水想定区域土砂災害警戒区域該当する

該当しない

その他



（申請者名　　　　　　　　　　 ）

１　歳入の部
（単位：円）

２　歳出の部
（単位：円）

　  本書は、原本と相違ないことを証明します。

令和　　年　　月　　日　　

 法人名

 代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

合　計

合　計

区　分 予算（見込）額 備　　考

歳入歳出予算（見込）書抄本

区　分 予算（見込）額 備　　考

0



別記
第４号様式

東京都知事　殿

１　申請額 円

２　添付書類
（１）施設別申請内訳（区市町村実施・補助事業用）（別紙１）
（２）開設概要（別紙２）
（３）積算調書（開設概要添付用）（別紙３）
（４）積算内訳（開設概要添付用）（別紙４）

（５）歳入歳出予算（見込）書抄本（本事業に関するもの）

（６）その他参考となる資料

担　当　者

電　話
E-mail

　令和　　年　　月　　日付　　　　　　第　　　　号により交付の決定を受けた標記の補助金に
ついて、下記のとおり変更交付を申請します。

記

所　属

氏　名

　　　　　　　　 第　　　　号
       令和　　年　　月　　日

区市町村長　　 印

令和８年度東京都介護施設等の施設開設準備経費等補助金変更交付申請書

（区市町村実施・補助事業用）



別紙１
（区市町村名　　　　　　　　　 ）

１　区市町村実施事業

２　区市町村補助事業

３　合計（小計①+小計②）

※対象事業は「補助要綱別表1」「補助要綱別表2」を選択し、両事業を申請する場合は番号を分けて記載すること。

対象事業
対象経費の

実支出予定額
（円）

交付申請額
 (円）

0 0

対象事業

小計①

小計② 0 0 0

小計①+小計②

交付申請額
 (円）

0

5

4

3

2

1

0

番号 施設種別 事業者名 施設名称
補助基準額

（円）

5

4

3

2

1

（　　　／　　ページ）

施設別申請内訳（区市町村実施・補助事業用）

番号 施設種別 事業者名 施設名称
補助基準額

（円）

対象経費の
実支出予定額

（円）

交付申請額
 (円）



別紙２
（区市町村名　　　　　　　　　　 ）

ア　特別養護老人ホーム
　（併設されるショートステイ居室　有・無　）

イ　介護老人保健施設

ウ　介護医療院

エ　ケアハウス

オ　養護老人ホーム

カ　介護付きホーム

キ　訪問看護ステーション

ク　地域密着型特別養護老人ホーム
　（併設されるショートステイ居室　有・無　）

ケ　小規模な介護老人保健施設　

コ　小規模な介護医療院

サ　小規模なケアハウス　

シ　認知症高齢者グループホーム　

ス　小規模多機能型居宅介護事業所

セ　看護小規模多機能型居宅介護事業所　

ソ　小規模な介護付きホーム

タ　定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

チ　都市型軽費老人ホーム

ツ　小規模な養護老人ホーム

テ　施設内保育施設

ア　新規開設
イ　既存施設の定員増
ウ　改築による再開設
エ　災害復旧時の再開設

併設ショートステイ「有」の場合 （ ）人

　　年　　月　　日

（注１）事業計画書を添付すること。

（注２）既存施設の定員増の場合は、６欄には増員数、７欄には増員する（した）日を記入すること。

（注３）６欄において、訪問看護ステーション、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所及び施設

内保育施設は施設数、小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業所

は宿泊定員数、定員増の場合には増員数を記入すること。また、同欄において該当しない単位

は、二重線で消すこと。

（注４）特別養護老人ホーム及び地域密着型特別養護老人ホームで、併設ショートステイ居室が「有」

の場合、（　）に内数を記入すること。

0

開設概要

１　施設種別（該当するものに○を
　付けること。）

（交付要綱第３条なお書き（災害復旧時（再開設時））に該当
する有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅であっ
て、特定施設入居者生活介護の指定を受けるものに限る。）

（交付要綱第３条なお書き（災害復旧時（再開設時））に該当
する有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅であっ
て、特定施設入居者生活介護の指定を受けるものに限る。）

２　事業者名

９　申請額 円

５　開設種別（該当するものに○を
　付けること。）

７　開設（予定）年月日

４　開設（予定）地

８　併設施設

６　開設定員数又は開設施設数

３　施設名称

               人・所



別紙３－１(補助要綱別表１の事業)

（事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

（施設名称　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

（注１）開設定員数又は開設施設数欄には、訪問看護ステーション、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所及び施設内保育施設は施設数、小規模多機能型居宅介護事業所
及び看護小規模多機能型居宅介護事業所は宿泊定員数、定員増の場合には増員数を記入すること。

（注２）申請額は、千円未満を切り捨てた額とすること。

差引後
実支出予定額

（円）
（Ｈ＝Ｆ－Ｇ）

申請額
(円）
（Ｉ）

（ＥとＨとを
比較して

少ない方の額）

既交付決定額
（円）
（Ｊ）

差引過
（▲不足）額

（円）
（Ｋ＝Ｊ－Ｉ）

積算調書（開設概要添付用）

交付基礎単価
（円）
（Ａ）

開設定員数又は
開設施設数

（人・所）
（Ｂ）

補助基準
基礎額
（円）

（Ｃ＝Ａ×Ｂ）

前年度交付額
（円）
（Ｄ）

補助基準額
（円）

（Ｅ＝Ｃ－Ｄ）

対象経費の
実支出予定額

（円）
（Ｆ）

寄付金その他の
収入額
（円）
（Ｇ）



別紙３－２(補助要綱別表２の事業)
（事業者名　　　　　　　      　　　　　　　））
（施設名称　　　　　      　　　　　　　　　 ）

（注１）申請額は、千円未満を切り捨てた額とすること。

申請額
 (円）

（ＤとＧを比較して少
ない方の額）×3/4

積算調書（開設概要添付用）

補助基準額
（円）
（Ａ）

前年度交付額
（円）
（Ｂ）

前年度交付額×4/3
(円)

（Ｃ＝Ｂ×４÷３）

補助基準額
（円）

（Ｄ＝Ａ－Ｃ）

対象経費の
実支出予定額

（円）
（Ｅ）

寄付金その他の
収入額
（円）
（Ｆ）

差引後
実支出予定額

（円）
（Ｇ＝Ｅ－Ｆ）



別紙４－１(補助要綱別表１の事業)

（事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

（施設名称　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

（注１）見積書１枚ごとに１行の記載とすること。
（注２）科目区分の欄には、賃金、需用費など、交付要綱別表の第５欄に定める対象経費を記すこと。
（注３）領収書、就業規則、雇用契約書の写し等、補助対象経費の内容について具体的に分かるものを添付すること。
（注４）見積書（契約書）等、納品書等、請求書、領収証等を提出する際は、左側の整理番号を付すこと。なお、交付申請時に提出したものについては、実績報告時に再度提出する必要はない。
（注５）挙証資料の欄は、提出したものにチェックを入れること。
（注６）購入物との確認欄は、備品等の購入の際に見積書及び納品書の内容（型番を含む）と現物を照合し、一致していれば「○」を計上すること。
　　　　軽微な理由で別の型番等を購入した場合は、「変更」を選択し、説明を備考に記載、又は別途説明資料を添付すること。なお、大幅な変更は、補助対象として計上可能か担当課まで連絡をすること。
（注７）行を増やす際には、計算式等が反映されるよう必ず挿入で行うこと。
（注８）対象経費内に消費税を含める場合は、「消費税の計上」欄を「有」とすること。消費税を含めない場合は「無」とすること。

0 0 0 0 0 0合計 0 合計 0 0

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
10

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
9

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
8

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
7

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
6

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
5

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
4

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
3

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
2

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
1

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

至令和 ７ 年 10 月 至　　　　年　　月
有 ✔

自　　　　年　　月

　
（

写
真
） 金　額

　
請
求
書

△ 330,000
記
入
例

委託料 新聞折込広告
自令和 ７ 年 ７ 月

3 330,000

備　考

（変更理由等）対象予定月 数量 支出予定額 対象月 数量 支出額

　
見
積
書
等

　
納
品
書
等

　
領
収
書
等

積算内訳（開設概要添付用）

整
理
番
号

科目区分 内容

交付申請（Ａ） 実績報告（Ｂ）
消
費
税
額
の
計
上

挙証資料
　
購
入
物
と

の
確
認

　
　
　
（

見

積
書
、

納
品
書

　
　
　
　
と

の
型
番
等

)

（Ｃ）増 減（Ｂ）－（Ａ）

0

0

※「（Ｃ）増減」

欄については、

交付申請時

は必要ありま

せんので、非

表示等にして

印刷して下さ

い。実績報告

時に、必要と

なります。

35/55



別紙４－２(補助要綱別表２の事業)

（事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）
（施設名称　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

（注１）見積書１枚ごとに１行の記載とすること。
（注２）領収書等、補助対象経費の内容について具体的に分かるものを添付すること。
（注３）見積書（契約書）等、納品書等、請求書、領収証等を提出する際は、左側の整理番号を付すこと。なお、交付申請時に提出したものについては、実績報告時に再度提出する必要はない。
（注４）挙証資料の欄は、提出したものにチェックを入れること。
（注５）購入物との確認欄は、見積書及び納品書の内容（型番を含む）と現物を照合し、一致していれば「○」を計上すること。
　　　　軽微な理由で別の型番等を購入した場合は、「変更」を選択し、説明を備考に記載、又は別途説明資料を添付すること。なお、大幅な変更は、補助対象として計上可能か担当課まで連絡をすること。
（注６）行を増やす際には、計算式等が反映されるよう必ず挿入で行うこと。
（注７）対象経費内に消費税を含める場合は、「消費税の計上」欄を「有」とすること。消費税を含めない場合は「無」とすること。

0 0 0 0 0 0合計 0 合計 0 0

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
10

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
9

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
8

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
7

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
6

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
5

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
4

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
3

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
2

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
1

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

至令和７ 年７ 月 至　　　　年　　月
有 ✔

自　　　　年　　月

　
（

写
真
） 金　額

　
請
求
書

△ 1,000,000
記
入
例

備品購入費
介護業務支援システ
ム

自令和 ７ 年 ７ 月
1 1,000,000

備　考

（変更理由等）対象予定月 数量 支出予定額 対象月 数量 支出額

　
見
積
書
等

　
納
品
書
等

　
領
収
書
等

積算内訳(開設概要添付用）

整
理
番
号

科目区分 内容

交付申請（Ａ） 実績報告（Ｂ）
消
費
税
額
の
計
上

挙証資料
　
購
入
物
と

の
確
認

　
（

見
積
書
、

納
品
書

　
と
の
型
番

等

)

（Ｃ）増 減（Ｂ）－（Ａ）

0
0

※「（Ｃ）増減」

欄については、

交付申請時

は必要ありま

せんので、非

表示等にして

印刷して下さ

い。実績報告

時に、必要と

なります。
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１　施設等の概要

事業者名

施設名称 施設種別

開設（予定）地 開設種別

２　開設等（予定）年月日及び定員数

（１）開設等（予定）年月日 （２）定員数

新規開設 人 (うち併設ショート 人）

再開設
（改築又は災害復旧時）

人 (うち併設ショート 人）

定員増
（既存施設の定員増）

人 (うち併設ショート 人）

（うち、今回増定
員数）

人 (うち併設ショート 人）

３　災害レッドゾーン等の該当状況

(1)都市計画法第33条第1項第8号により開発行為が禁止される区域（災害レッドゾーン）の該当状況

→

(2)その他被害が想定される区域（災害イエローゾーン）の該当状況

→ （想定浸水深 ｍ）

(           　　             )

４　その他

事業計画書（開設概要添付用）

新規開設時

再開設時
（改築又は災害復旧時）

定員増時

災害レッドゾーンの該
当状況

備考

災害イエローゾーンの
該当状況

※　該当する場合、以下のaからｄまでの該当状況を記入（該当するものに「〇」）してください。
土砂災害警戒区域または浸水深１メートル以上の浸水想定区域等の場合は、次のａからｄの全てに、浸水深１メートル未
満の浸水想定区域等の場合は、ｃ及びｄに該当する場合に限り補助の対象となります。

ａ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する日常生活圏域において、当該日常生活圏域の大半が災害イ
エローゾーンである等、災害イエローゾーン以外での事業用地の取得が困難である。
　⇒該当する場合は区市町村の意見書を提出してください（整備費補助協議等で区市町村意見書を提出して
いる場合はその写しでも可）。

ｂ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する区市町村において、災害イエローゾーンにおける介護施設
等の新規整備を認めない場合、当該施設が所在する区域において区市町村の介護保険事業計画で見込まれてい
る必要な介護サービス量の確保が困難になり、かつ、将来にわたり充足される見込みがない。
　⇒該当する場合は区市町村の意見書を提出してください（整備費補助協議等で区市町村意見書を提出して
いる場合はその写しでも可）。

ｃ 新規整備を行う介護施設等又は介護施設等が立地する事業用地において、災害イエローゾーンの災害想定に
より想定される被災リスクに対して、被害の防止・軽減のための対策及び迅速な避難を可能とするための施
設・設備上の対策が実施される計画となっている。
　⇒該当する場合は対策の概要がわかる資料を添付してください。

ｄ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する災害イエローゾーンの災害想定により想定しうる被災リス
クへの対策が非常災害対策計画、避難確保計画等に記載される計画となっている。
　⇒該当する場合は計画の該当部分がわかる資料を添付してください。

災害危険区域 地すべり防止区域

土砂災害特別警戒区域

該当する

該当しない

急傾斜地崩壊危険地域

浸水想定区域土砂災害警戒区域該当する

該当しない

その他



（区市町村名　　　　　　　　　　 ）

１　歳入の部
（単位：円）

２　歳出の部
（単位：円）

　  本書は、原本と相違ないことを証明します。

 令和　　年　　月　　日

区市町村長　　

合　計

合　計

区　分 予算（見込）額 備　　考

0

歳入歳出予算（見込）書抄本

区　分 予算（見込）額 備　　考



別記
第５号様式

東京都知事　殿
補助事業者

所在地
名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　印

１　要交付額 円

２　添付書類
（１）開設概要（別紙１）
（２）実績調書（別紙２）
（３）実績内訳（別紙３）
（４）歳入歳出決算（見込）書抄本（本事業に関するもの）
（５）その他参考となる資料

担　当　者

電　話
E-mail

通　知
送付先

<住所> 〒

<施設名（部署名）>

記

所　属

氏　名

                 第　　　　号
       令和　　年　　月　　日

令和８年度東京都介護施設等の施設開設準備経費等補助金実績報告書（都補助事業用）

　令和　　年　　月　　日付　　　　　　第　　　号により交付決定を受けた標記の補助金につい
て、下記のとおり報告します。



別紙１
（補助事業者名　　　　　　　　　　　　　））
（施設名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

ア　特別養護老人ホーム
（併設されるショートステイ居室　有・無）

イ　介護老人保健施設

ウ　介護医療院

エ　ケアハウス

オ　養護老人ホーム

カ　介護付きホーム

キ　訪問看護ステーション

ア　新規開設

イ　既存施設の定員増

ウ　改築による再開設

エ　災害復旧時の再開設

併設ショートステイ「有」の場合 （ ）人

（注１）既存施設の定員増の場合は、５欄には増員数、６欄には増員する（した）日を記
入すること。

（注２）特別養護老人ホームで、併設ショートステイが有の場合、（　）に内数を記入す
ること。

（注３）訪問看護ステーションは、５欄には施設数を記入すること。また、同欄において
該当しない単位は、二重線で消すこと。

６　開設（予定）年月日 　　年　　月　　日

７　併設施設

２　施設名称

３　開設（予定）地

４　開設種別（該当するものに○を
　付けること。）

５　開設定員数又は開設施設数
               人・所

0
0

開設概要

１　施設種別（該当するものに○を
　付けること。） 以下の（ア）又は（イ）のいずれかに該当す

るもの
（ア）有料老人ホームであって特定施設入居
者生活介護の指定を受け、かつ「介護専用型
有料老人ホーム施設整備費補助」の交付を受
けるもの
（イ）交付要綱第３条なお書き（災害復旧時
（再開設時））に該当する有料老人ホーム又
はサービス付き高齢者向け住宅であって、特
定施設入居者生活介護の指定を受けるもの



別紙２－１(補助要綱別表１の事業)
（補助事業者名　　　　　　　　　　　　　 ）
（施設名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

（注１）開設定員数又は開設施設数欄には、定員増の場合には増員数を、訪問看護ステーションの場合には施設数を記入すること。
（注２）要交付額は、千円未満を切り捨てた額とすること。

差引後
実支出額

（円）
（Ｈ＝Ｆ－Ｇ）

要交付額
(円）
（Ｉ）

（ＥとＨとを比較して少
ない方の額※ただしＪ

を上限額とする。）

既交付決定額
（円）
（Ｊ）

差引過
（▲不足）額

（円）
（Ｋ＝Ｊ－Ｉ）

実績調書

交付基礎単価
（円）
（Ａ）

開設定員数又は
開設施設数

（人・所）
（Ｂ）

補助基準
基礎額
（円）

（Ｃ＝Ａ×Ｂ）

前年度交付額
（円）
（Ｄ）

補助基準額
（円）

（Ｅ＝Ｃ－Ｄ）

対象経費の
実支出額

（円）
（Ｆ）

寄付金その他の
収入額
（円）
（Ｇ）



別紙２－２(補助要綱別表２の事業)
（補助事業者名　　　　　　　      　　　　　　　） ）
（施設名称　　　　　      　　　　　　　　　 ）

（注１）申請額は、千円未満を切り捨てた額とすること。

差引後
実支出額
（円）

（Ｇ＝Ｅ－Ｆ）

要交付額
 (円）
（Ｈ）

（ＤとＧを比較して少な
い方の額）×3/4

※ただし、Ｉを上限額と
する。

実績調書

補助基準額
（円）
（Ａ）

前年度交付額
（円）
（Ｂ）

前年度交付額×4/3
(円)

（Ｃ＝Ｂ×４÷３）

補助基準額
（円）

（Ｄ＝Ａ－Ｃ）

既交付決定額
（円）
（Ｉ）

対象経費の
実支出予定額

（円）
（Ｅ）

寄付金その他の
収入額
（円）
（Ｆ）



別紙３－１(補助要綱別表１の事業)

（補助事業者名　　　　　　　　　　　　　 ）
（施設名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

（注１）見積書１枚ごとに１行の記載とすること。
（注２）科目区分の欄には、賃金、需用費など、交付要綱別表の第５欄に定める対象経費を記すこと。
（注３）領収書、就業規則、雇用契約書の写し等、補助対象経費の内容について具体的に分かるものを添付すること。
（注４）見積書（契約書）等、納品書等、請求書、領収証等を提出する際は、左側の整理番号を付すこと。なお、交付申請時に提出したものについては、実績報告時に再度提出する必要はない。
（注５）挙証資料の欄は、提出したものにチェックを入れること。
（注６）購入物との確認欄は、備品等の購入の際に見積書及び納品書の内容（型番を含む）と現物を照合し、一致していれば「○」を計上すること。
　　　　軽微な理由で別の型番等を購入した場合は、「変更」を選択し、説明を備考に記載、又は別途説明資料を添付すること。なお、大幅な変更は、補助対象として計上可能か担当課まで連絡をすること。
（注７）行を増やす際には、計算式等が反映されるよう必ず挿入で行うこと。
（注８）対象経費内に消費税を含める場合は、「消費税の計上」欄を「有」とすること。消費税を含めない場合は「無」とすること。

0 0 0 0 0 0合計 0 合計 0 0

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
10

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
9

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
8

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
7

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
6

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
5

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
4

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
3

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
2

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
1

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

至令和 ７ 年 10 月 至令和 7 年10月
3 220,000 有 ✔ ✔ ✔

自令和 7 年 7 月

　
（

写
真
） 金　額

　
請
求
書

✔ ✔ 変更 △ 110,000
記
入
例

委託料 新聞折込広告
自令和 ７ 年 ７ 月

3 330,000

備　考

（変更理由等）対象予定月 数量 支出予定額 対象月 数量 支出額

　
見
積
書
等

　
納
品
書
等

　
領
収
書
等

実績内訳

整
理
番
号

科目区分 内容

交付申請（Ａ） 実績報告（Ｂ）
消
費
税
額
の
計
上

挙証資料
　
購
入
物
と

の
確
認

　
（

見
積
書
、

納
品
書

　
と
の
型
番

等

)

（Ｃ）増 減（Ｂ）－（Ａ）

0
0

43/55



別紙３－２(補助要綱別表２の事業)

（補助事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　））
（施設名称　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

（注１）見積書１枚ごとに１行の記載とすること。
（注２）領収書等、補助対象経費の内容について具体的に分かるものを添付すること。
（注３）見積書（契約書）等、納品書等、請求書、領収証等を提出する際は、左側の整理番号を付すこと。なお、交付申請時に提出したものについては、実績報告時に再度提出する必要はない。
（注４）挙証資料の欄は、提出したものにチェックを入れること。
（注５）購入物との確認欄は、見積書及び納品書の内容（型番を含む）と現物を照合し、一致していれば「○」を計上すること。
　　　　軽微な理由で別の型番等を購入した場合は、「変更」を選択し、説明を備考に記載、又は別途説明資料を添付すること。なお、大幅な変更は、補助対象として計上可能か担当課まで連絡をすること。
（注６）行を増やす際には、計算式等が反映されるよう必ず挿入で行うこと。
（注７）対象経費内に消費税を含める場合は、「消費税の計上」欄を「有」とすること。消費税を含めない場合は「無」とすること。

0 0 0 0 0 0合計 0 合計 0 0

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
10

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
9

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
8

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
7

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
6

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
5

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
4

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
3

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
2

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
1

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

欠品の為同等品の購入
至令和７ 年 ７ 月 至　　　　年　　月

700,000 有 ✔
自　　　　年　　月

　
（

写
真
） 金　額

　
請
求
書

変更 △ 300,000
記
入
例

備品購入費
介護業務支援システ
ム

自令和 ７ 年 ７ 月
1 1,000,000

備　考

（変更理由等）対象予定月 数量 支出予定額 対象月 数量 支出額

　
見
積
書
等

　
納
品
書
等

　
領
収
書
等

実績内訳

整
理
番
号

科目区分 内容

交付申請（Ａ） 実績報告（Ｂ）
消
費
税
額
の
計
上

挙証資料
　
購
入
物
と

の
確
認

　
（

見
積
書
、

納
品
書

　
と
の
型
番

等

)

（Ｃ）増 減（Ｂ）－（Ａ）

0
0

44/55



（補助事業者名　　　　　　　　　　　　　)

１　歳入の部
（単位：円）

２　歳出の部
（単位：円）

　  本書は、原本と相違ないことを証明します。

 令和　　年　　月　　日

法人名

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　

合　計

合　計

区　分 決算（見込）額 備　　考

0

歳入歳出決算（見込）書抄本

区　分 決算（見込）額 備　　考



別記
第６号様式

東京都知事　殿

１　要交付額 円

２　添付書類
（１）施設別実績内訳（区市町村実施・補助事業用）（別紙１）
（２）開設概要（別紙２）
（３）実績調書（開設概要添付用）（別紙３）
（４）実績内訳（開設概要添付用）（別紙４）
（５）歳入歳出決算（見込）書抄本（本事業に関するもの）
（６）その他参考となる資料

担　当　者

電　話
E-mail

　令和　　年　　月　　日付　　　　　　第　　　号により交付決定を受けた標記の補助金
について、下記のとおり報告します。

記

所　属

氏　名

            第　　　　号
  令和　　年　　月　　日

区市町村長　　 印

令和８年度東京都介護施設等の施設開設準備経費等補助金実績報告書
（区市町村実施・補助事業用）



別紙１
（区市町村名　　　　　　　　　 ）

１　区市町村実施事業

２　区市町村補助事業

３　合計（小計①+小計②）

※対象事業は「補助要綱別表1」「補助要綱別表2」を選択し、両事業を申請する場合は番号を分けて記載すること。

対象事業

小計①

0

既交付決定額
 (円）

0

交付申請額
 (円）

小計② 0 0 0

小計①+小計②

交付申請額
 (円）

0

5

4

2

3

1

0 0 0

番号 施設種別 事業者名 施設名称
補助基準額

（円）

対象経費の
実支出予定額

（円）

交付申請額
 (円）

5

4

3

2

1

対象事業

（　　　／　　ページ）

施設別実績内訳（区市町村実施・補助事業用）

番号 施設種別 事業者名 施設名称
補助基準額

（円）

対象経費の
実支出額
（円）

要交付額
 (円）



別紙２
（区市町村名　　　　　　　　　　 ）

ア　特別養護老人ホーム
　（併設されるショートステイ居室　有・無　）

イ　介護老人保健施設

ウ　介護医療院

エ　ケアハウス

オ　養護老人ホーム

カ　介護付きホーム

キ　訪問看護ステーション

ク　地域密着型特別養護老人ホーム
　（併設されるショートステイ居室　有・無　）

ケ　小規模な介護老人保健施設　

コ　小規模な介護医療院

サ　小規模なケアハウス　

シ　認知症高齢者グループホーム　

ス　小規模多機能型居宅介護事業所

セ　看護小規模多機能型居宅介護事業所　

ソ　小規模な介護付きホーム

タ　定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

チ　都市型軽費老人ホーム

ツ　小規模な養護老人ホーム

テ　施設内保育施設

ア　新規開設
イ　既存施設の定員増
ウ　改築による再開設
エ　災害復旧時の再開設

併設ショートステイ「有」の場合 （ ）人

（注１）既存施設の定員増の場合は、６欄には増員数、７欄には増員する（した）日を記入すること。
（注２）６欄において、訪問看護ステーション、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所及び施設

内保育施設は施設数、小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業所
は宿泊定員数、定員増の場合には増員数を記入すること。また、同欄において該当しない単位
は、二重線で消すこと。

（注３）特別養護老人ホーム及び地域密着型特別養護老人ホームで、併設ショートステイ居室が「有」
の場合、（　）に内数を記入すること。

７　開設（予定）年月日 　　年　　月　　日

８　併設施設

９　精算額 円

３　施設名称

４　開設（予定）地

５　開設種別（該当するものに○を
　付けること。）

６　開設定員数又は開設施設数
               人・所

0

開設概要

１　施設種別（該当するものに○を
　付けること。）

（交付要綱第３条なお書き（災害復旧時（再開設時））に該
当する有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅で
あって、特定施設入居者生活介護の指定を受けるものに限
る。）

（交付要綱第３条なお書き（災害復旧時（再開設時））に該
当する有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅で
あって、特定施設入居者生活介護の指定を受けるものに限
る。）

２　事業者名



別紙３－１(補助要綱別表１の事業)

（事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

（施設名称　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

（注１）開設定員数又は開設施設数欄には、訪問看護ステーション、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所及び施設内保育施設は施設数、小規模多機能型居宅介護事業所
居宅介護事業所は宿泊定員数、定員増の場合には増員数を記入すること。

（注２）申請額は、千円未満を切り捨てた額とすること。

差引後
実支出額

（円）
（Ｈ＝Ｆ－Ｇ）

要交付額
(円）
（Ｉ）

（ＥとＨとを比較して少な
い方の額※ただしＪを上

限額とする。）

既交付決定額
（円）
（Ｊ）

差引過
（▲不足）額

（円）
（Ｋ＝Ｊ－Ｉ）

実績調書（開設概要添付用）

交付基礎単価
（円）
（Ａ）

開設定員数又は
開設施設数

（人・所）
（Ｂ）

補助基準
基礎額
（円）

（Ｃ＝Ａ×Ｂ）

前年度交付額
（円）
（Ｄ）

補助基準額
（円）

（Ｅ＝Ｃ－Ｄ）

対象経費の
実支出額

（円）
（Ｆ）

寄付金その他の
収入額
（円）
（Ｇ）



別紙３－２(補助要綱別表２の事業)
（事業者名　　　　　　　      　　　　　　　） ）
（施設名称　　　　　      　　　　　　　　　 ）

（注１）申請額は、千円未満を切り捨てた額とすること。

0 0

0
0

実績調書（開設概要添付用）

補助基準額
（円）
（Ａ）

前年度交付額
（円）
（Ｂ）

対象経費の
実支出予定額

（円）
（Ｅ）

寄付金その他の
収入額
（円）
（Ｆ）

差引後
実支出予定額

（円）
（Ｇ＝Ｅ－Ｆ）

要交付額
 (円）
（Ｈ）

（ＤとＧを比較して少ない方
の額）×3/4

※ただしIを上限額とする。

前年度交付額×4/3
(円)

（Ｃ＝Ｂ×４÷３）

補助基準額
（円）

（Ｄ＝Ａ－Ｃ）

既交付決定額
（円）
（Ｉ）

0 0 0



別紙４

（事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

（施設名称　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

（注１）見積書１枚ごとに１行の記載とすること。
（注２）科目区分の欄には、賃金、需用費など、交付要綱別表の第５欄に定める対象経費を記すこと。
（注３）領収書、就業規則、雇用契約書の写し等、補助対象経費の内容について具体的に分かるものを添付すること。
（注４）見積書（契約書）等、納品書等、請求書、領収証等を提出する際は、左側の整理番号を付すこと。なお、交付申請時に提出したものについては、実績報告時に再度提出する必要はない。
（注５）挙証資料の欄は、提出したものにチェックを入れること。
（注６）購入物との確認欄は、備品等の購入の際に見積書及び納品書の内容（型番を含む）と現物を照合し、一致していれば「○」を計上すること。
　　　　軽微な理由で別の型番等を購入した場合は、「変更」を選択し、説明を備考に記載、又は別途説明資料を添付すること。なお、大幅な変更は、補助対象として計上可能か担当課まで連絡をすること。
（注７）行を増やす際には、計算式等が反映されるよう必ず挿入で行うこと。
（注８）対象経費内に消費税を含める場合は、「消費税の計上」欄を「有」とすること。消費税を含めない場合は「無」とすること。

0 0 0 0 0 0合計 0 合計 0 0

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
10

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
9

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
8

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
7

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
6

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
5

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
4

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
3

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
2

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

0
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
1

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

欠品の為同等品の購入
至令和 ７ 年 ７ 月 至令和 ５ 年　７ 月

3 220,000 有 ✔ ✔ ✔
自令和 ５ 年  ７ 月

　
（

写
真
） 金　額

　
請
求
書

✔ ✔ 変更 △ 110,000
記
入
例

委託料 新聞折込広告
自令和 ７ 年 ７ 月

3 330,000

備　考

（変更理由等）対象予定月 数量 支出予定額 対象月 数量 支出額

　
見
積
書
等

　
納
品
書
等

　
領
収
書
等

実績内訳（開設概要添付用）

整
理
番
号

科目区分 内容

交付申請（Ａ） 実績報告（Ｂ）
消
費
税
額
の
計
上

挙証資料
　
購
入
物
と

の
確
認

　
　
　
（

見

積
書
、

納
品
書

　
　
　
　
と

の
型
番
等

)

（Ｃ）増 減（Ｂ）－（Ａ）

0

0

51/55



別紙４－２(補助要綱別表２の事業)

（事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）
（施設名称　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

（注１）見積書１枚ごとに１行の記載とすること。
（注２）領収書等、補助対象経費の内容について具体的に分かるものを添付すること。
（注３）見積書（契約書）等、納品書等、請求書、領収証等を提出する際は、左側の整理番号を付すこと。なお、交付申請時に提出したものについては、実績報告時に再度提出する必要はない。
（注４）挙証資料の欄は、提出したものにチェックを入れること。
（注５）購入物との確認欄は、見積書及び納品書の内容（型番を含む）と現物を照合し、一致していれば「○」を計上すること。
　　　　軽微な理由で別の型番等を購入した場合は、「変更」を選択し、説明を備考に記載、又は別途説明資料を添付すること。なお、大幅な変更は、補助対象として計上可能か担当課まで連絡をすること。
（注６）行を増やす際には、計算式等が反映されるよう必ず挿入で行うこと。
（注７）対象経費内に消費税を含める場合は、「消費税の計上」欄を「有」とすること。消費税を含めない場合は「無」とすること。

0
0

実績内訳(開設概要添付用）

整
理
番
号

科目区分 内容

交付申請（Ａ） 実績報告（Ｂ）
消
費
税
額
の
計
上

挙証資料
　
購
入
物
と

の
確
認

　
（

見
積
書
、

納
品
書

　
と
の
型
番

等

)

（Ｃ）増 減（Ｂ）－（Ａ）

備　考

（変更理由等）対象予定月 数量 支出予定額 対象月 数量 支出額

　
見
積
書
等

　
納
品
書
等

　
領
収
書
等

記
入
例

備品購入費
介護業務支援システ
ム

自令和 ７ 年 ７ 月
1 1,000,000

　
（

写
真
） 金　額

　
請
求
書

△ 300,000 欠品の為同等品の購入
至令和７ 年７ 月 至　　　　年　　月

700,000 有 ✔
自　　　　年　　月

1
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

2
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

3
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

4
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

5
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

6
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

7
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

8
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

9
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

10
自　　　　年　　月

至　　　　年　　月

自　　　　年　　月

至　　　　年　　月
0

合計 0 合計 0 0 0 0 0 0 0 0

52/55



（区市町村名　　　　　　　　　 ）

１　歳入の部
（単位：円）

２　歳出の部
（単位：円）

　  本書は、原本と相違ないことを証明します。

 令和　　年　　月　　日

区市町村長　　

合　計

合　計

区　分 決算（見込）額 備　　考

0

歳入歳出決算（見込）書抄本

区　分 決算（見込）額 備　　考



別記
第７号様式

　　　　　第　　　　号
令和　　年　　月　　日

東京都知事　殿

（注１）指定通知、承認通知、開設許可書等の写しを添付すること。
（注２）既存施設の定員増の場合は、６欄には増員数、７欄には増員した日を記入すること。
（注３）訪問看護ステーション、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所及び施設内保育

施設は、６欄には施設数を記入すること。また、同欄において該当しない単位は、二
重線で消すこと。

担　当　者

電　話

E-mail

８　補助額 　　　　　　　　　　　　　　　円

所　属

氏　名

５　開設種別
 ア　新規開設　　イ　定員増　　ウ　改築による再開設
 エ　災害復旧時の再開設
 ※いずれかに○を付すること。

６　開設定員数 　　　　　　　　　　　　　人・所

７　開設年月日  　　　　年　　月　　日

２　事業者名

３　施設名称

４　施設所在地

区市町村長　　

介護施設等の施設開設準備経費等補助施設開設報告書
（区市町村実施・補助事業用）

　令和　　年　　月　　日付　　　　　　第　　　　号により交付決定された令和　年度介護施
設等の施設開設準備経費等補助金を受けた施設が、下記のとおり開設されたので報告します。

記

１　施設種別



別記
第８号様式

 　東京都知事　殿

補助事業者

　　

１　補助金確定額 円

２　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除額
　（要補助金返還相当額）

円

　
３　その他参考となるべき書類（２の積算内訳・実績報告書類等）

氏名

E-mail

　 令和　　年　　月　　日付　　　　　　第　　　　号により交付決定を受けた令和　年度東京都介護施設
等の施設開設準備経費等補助金について、交付決定に付された条件に基づき、下記のとおり報告し
ます。

記

担当

部署

電話

　　　　　　　　　　　　　第　　　　号
　　　　　　令和　年　月　日

　所在地
　名称
　代表者職氏名

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書


